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１　令和７年６月　こども家庭部補正予算（追加提出分）（案）総括表

【一般会計】 (単位：千円)

35,146,417 22,624 35,169,041

34,283,259 22,624 34,305,883

(項２)児童福祉費 34,283,259 22,624 34,305,883 私立保育所等補助事業費 19,309

児童健全育成事業費 2,250

障害児福祉事業費 1,065

863,158 0 863,158

(項１)保健衛生費 863,158 0 863,158

区分 
補正前の額 今回補正額 補正後の額 備考

予算科目(款・項）

(款４)衛生費

こ ど も 家 庭 部 合 計

(款３)民生費
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【児童健全育成事業費】 

 

２ 放課後児童クラブ及び地域ミニ放課後児童クラブ 

物価高騰対策について 

 

［こども支援課］ 

 

(1) 補正額              ２，２５０千円 

 

財源内訳 国庫支出金   ２，２５０千円 

             （物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金） 

 

(2) 事業目的 

       放課後児童クラブ及び地域ミニ放課後児童クラブを運営する事業者

に対しエネルギー価格等の物価高騰分を補助することにより、事業者

負担の軽減を図るもの。 

   

(3) 事業内容 

ア 放課後児童健全育成事業 

      （ア） 補正額   ２，１９０千円  

      （イ） 事業内容 

対象経費 １クラブ当たりの補助額 クラブ数 

電力・ガス等 １月当たり５，０００円×６月 ７３ 

 

イ 地域ミニ放課後児童クラブ事業 

      （ア） 補正額     ６０千円 

      （イ） 事業内容 

対象経費 １クラブ当たりの補助額 クラブ数 

電力・ガス等 １月当たり２，５００円×６月 ４ 
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【私立保育所等補助事業費】 

 

３ 私立保育施設等物価高騰対策支援事業について 

［こども保育課］  

 

(1) 補正額             １９，３０９千円 

 

財源内訳 国庫支出金    １９，３０９千円 

     （物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金） 

 

(2) 事業目的 

私立保育施設等を運営する事業者に対しエネルギー価格等の物価高

騰分を補助することにより、事業者負担の軽減を図るもの。 
 

(3) 事業内容 

私立保育施設等における令和３年４月から令和４年３月までの光熱

費等（電気代、ガス代等）の支出額の４分の３と、令和７年１月から

９月まで（９か月分）の対象経費の支出額との差額の２分の１を補助

する。 

ただし、施設の利用定員別に下表のとおり補助上限額を設ける。 
 

ア 対象施設  １４８か所 

 幼稚園、認定こども園、地域型保育事業、認可外保育施設、病児保育 

事業 

 

イ 補助金     １９，３０９千円 

利用定員 補助上限額（円） 施設数 

定員１９人以下 ４５，０００ ５１ 

定員２０人～５０人 ９０，０００ ２２ 

定員５１人～１００人 １３５，０００ １７ 

定員１０１人～１５０人 １８０，０００ ２３ 

定員１５１人～２００人 ２２１，２５０ ２１ 

定員２０１人～２５０人 ２６６，２５０ １１ 

定員２５１人～３００人 ３１１，２５０  １ 

定員３０１人以上 ３５６，２５０  ２ 
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【障害児福祉事業費】 

 

４ 障害福祉サービス事業所等物価高騰対策事業について 

［こども健康課］ 

 

(1)補正額         １，０６５千円 

 

財源内訳 国庫支出金 １，０６５千円 

（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金） 

 

(2)事業目的 

障害福祉サービス事業所等を運営する事業者に対しエネルギー価格等の

物価高騰分を補助することにより、事業者負担の軽減を図るもの。 

 

(3)事業内容 

令和３年７月から令和３年９月までの対象経費の支出額と、令和７年７月

から令和７年９月までの対象経費の支出額との差額の２分の１を補助する。

ただし、サービス種別に応じ、下表のとおり補助上限額を設ける。 

 

ア 対象事業所 

富山市から指定を受けている障害福祉サービス事業所等 

 

イ 補助金額  １，０６５千円 

区

分 
サービス種別 補助上限額 

事業所数 

（定員総数） 

補助金額 

（千円） 

通
所 

児童発達支援 

放課後等デイサービス 

定員１人あたり 

900 円 

［光熱費等］ 

84 

（908 人） 
818 

相
談
・
訪
問 

障害児相談支援 

保育所等訪問支援 

１施設あたり 

6,500 円 

［光熱費等］ 

38 247 

合計 1,065 
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